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1 1947年軍需調違法の制定と特質










全支予出 算額 国 !lj 全支 予出算額 国 防
年
〔100V万，t_ ) 
年 (100万γ 額 男百 ノレ〉 額 F百
1940 9，055 1，498 16.5 1952 65，303 44，037 67.4 
1941.... 13，255 6，054 45.7 1953 74，120 50，442 68.1 
1942 34，037 23，970 70.1 1954 67，537 40，986 69.6 
1943 79，368 63，216 79.6 1955 64，389 40，695 63.2 
1944 94，986 76，757 80.8 1956 66，224 40，723 61.5 
1945 98，303 81，277 82.7 1957 68，966 43，360 62.9 
1946 60，326 43，226 71.7 1958 71，369 44，234 62.0 
1947 38，923 14，398 37.0 1959 80，342 46，491 57.9 
1948 32，955 11，779 35.7 1960 76，539 45，691 59.7 
1949・ 39，474 12，926 32.7 1961 日1，515 47，494 58.3 
1950 39，544 13，018 32.9 1962 87，787 51，103 5i:l.2 
1951 43，970 22，471 51.1 
m所〕吊'tatisticalAbstract 0/ the United State可 1963.p. 625 
の 国防費は通常，国防総省経費に原子フJ蚤員会・海外軍事援助などを加えたもりを指すが，これ
にNASA，FBI，沿岸警情隊，国防教育， 復員軍人給付サーピスなどを加えた故広義の国防費を
とる2ヒ， 国防費は連邦干草の80%以上(1959年〕を占める。 NeilH. Jacoby and J. A. Stock-
tisch， The Scope and Nature of the Defense Sector of the U. S. Economy， inJ. A. Stock. 












した1947年軍需調達法 (TheArmed Services Procurement Act of 1947， 
1948年 2月19日議会通過)と，それに基づく軍需調達規則 (TheArmed Serv-















入札 提 案 勧誘のない提案
開封 協 議 協 議
契約付与行為 契 約 契 品(J
出所) Dean Francis Pace， Nego山山'onand Maηag帥 zent01 Defe町e 白~tracts> 1970， p.94 
6) Repo!t of the Subcommittee On Defense Procurement to the Joint Economic Committee 
Economic Astects 01 Military Procurement a.nd Supply. 86th Cong.， 2d Sess.， 1960， p.24 
7) Ibid.. p. 2川
8) ]. Stefan Dupre and W. Eric Gustafson， Contracting for Defense: Private Firms and the 
Pub!ic Interest， Political S.ιience Quarterly， Vol. LXXVII， June 1962， p.162 




















































































































総 計| 飢叫附5 I 叫町削o I 13.即 7 I 帆凹5 I 剖
出所) M，拭"印rロ'"凶alsPrepared for the Suhc凶。訓加"皿n凹mユ立班r立m即工t肘t忙e目e。叩nFederal Proc凹m回e江四"'印ntand Re暗g 
u1ati叩 ofthe Joint Econo叫cCommittee， Background Material on Econo 
mic lmpact 0/ Federal Procurement-1966， 89th Cong.， 2cl Sess.， 1966， p.32 












協議権限 ドル (10凹トりレ〉 % 
全協議契約 21，298，036 10日。
1) 国家非常時 ...... -ー -， 627，974 3，0 
2) 公的急務 199，218 0_9 
3) 2，500トル以下の購入 678，292 3_2 
の個人的あるいは専門的サービス 81，665 0_4 
5) 教育機関白サービス "曹咽 335，818 1.6 
6) 合衆国外での購入 1，117，228 5，2 
7) 医薬品 33，959 0.2 
8) 認可された転売品の購入・ 128，555 0_6 
9) 腐敗する生活品ー 416，759 1，9 
10) 公開によって競争を確保するのが困難 3，966，992 18，6 
11) 実験的な研究・開発的な仕事 4，027，675 18，9 
12) 公開されるべき Cないと判断されたもの 630，148 3，0 
13) 部品の統一牲と互換性を必要とする技術設備 12，897 0_1 
14)の製準造備期のた聞めを必に実要質と的すにる初技術め的ての投特殊資かな供，長給期品 7，022，201 33，0 
15) 公開のあとの協議 2，268 
16)で国き防る施あ設るいを保は産っ業て勤お員くのたためめの購に利入用 1，345，573 6_3 
17) 法律によって認められている他のもの 670，814 3，1 
出所 MaterialsPrepared for the Subcommittee Qn Defense Procurement of the Joint 
Economic Committee， Background Material on Economic Aspects 01 Military Pro 












張されているの住この表より判断できょう。例外条項の利用は. 10) 18.6%， 
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Yは次のように断言している。「ベンタゴンは， たんに少数の大企業だけが航




















11) Richard F. Kaufman， The War Profiteers， 1970， pp. 102-103 
12) 例えばj 空軍は B-7Cの発注をノ ス アメりカン社におこなヮたのであるが，同社はそのう
ちの70克を下請けに出L，下請業者に生産の進行状況，費用状況を遂次報告させ，さもなければ
空軍調達官によってなされることになるであろう仕事り全部を引き宝け C l.'~。 ζ りように単ー
の主要契約者は，下請けの広範なネットワ クを使い，すべての部品やサブシステムを含んだ定
全な兵器システムを閲尭し生産する責任を委託されているのである。 J.Stefan Dupre and W 
Eric Gustafson， op. cit.， pp， 165-167 また，下請け業音は次の下請け業者へと部品を発注して
いるのである円れども，このこと自体兵器の“分解"が可能であることを事実をもって証明して
いるロ
78 (176) 第 131巻第3号
第 4衰企業規模・契約タイプ別の軍需調達額 (単位100万ドル〉
C%) |小企業以外 C%) 
1 
19畔 ja塁l1 3743，47924 ，545 56.8 312，94384 2 43.2 003 4.521 12.2 87.8 
19.5.3呈十 〔協公開議5I 234，07839  
1 
2，E573 5 65.9 2I，3C1650 4 34.1 10.4 89.6 
954年 i鑓l1 1，150 64.3 
1 
639 35.7 
1，752 18.1 7，907 81.9 
1955年'F (協公議開J〕 1， 5日1 62.8 888 37.2 713 13.7 10，831 86.3 
1956年 (公協議開〕〉 24， ，815 1，750 62.2 1，065 37.8 14.935 1，725 11.6 13，210 88.4 
1957竿 (公協議開〕〉 1，973 59.4 4I， 348 40.6 1，810 11.4 14.002 88.6 
1958年 (公協議開〉〉 1，794 57.6 1，321 42.4 1，935 10.3 16，777 89.7 











13) Report of the Subcommittee on Defense Procurement to the Joint Economic Committee， 
。ρ cit.，p. 50 
14) Ibid.， pp. 26-29 
15) 協議調達によって大企業は調達独占だけでな〈巨額の利潤も手足入れている。大企業白獲得ノ











}・フラス・コ7. 1、の百分率 (cost~a-percentage-of -cost) というタイプの契約
が利用されることになった。しかし，第 1次大戦後この契約方式は議会によっ












リイル運搬用 lレ ヲ を競争入札によって直接中小企業から買付けた時， それまで 1台 103叩
ドルもしたトレー ラー は 1台5000ドルで調達できた。いかに大企業が協議調達と大企業同士の下
請け化によって巨額の利潤を獲得しているかがわかるであろう。詳しくは VicturPedo， Mlμ 
tarism and Industr)'， 1963， pp. 35-37.清水嘉治・太田譲訳「軍国主義と産業J1970年， 45~48 
ベ-~参照。
16) 1957年から19印会計年度の間，下請け契約ι37%が中IJ，iE.某にわりあてられていた。 Ibid.，p 
35向上， 45ベー ジ。
17) 費用償還契約の個々 D タイプkチの検討はz 片岡寛先，前掲論士に詳しい。
18) Dean Francis Pace， Negotiat"on and Management 01晶fenseContracts， 197札p.214. 






不動固定価格 43.9 29.8 31.8 38.0 39.7 
固定価格・再決定契約 33.6 38.5 21.8 5.9 12.5 
固定価格奨励契約 9.1 12.0 24.0 25.2 22.9 
エ λ カν シー固ョ定ン価っ格き契約 .7 1.8 2.2 1.4 8 
費用償還タイプ 12.7 17.9 20.2 29.5 24.1 
手数料なし費用償還契約 4 4.5 1.6 2.6 2.7 
費用プラス固定手数料契約 8.6 13.3 16.3 23.8 19.7 
費用プラス奨励手数料契約 2.2 2.5 1.4 
特別費用償還契約 1 6 3 
会計年度
総 計




えカレー γ ョンっ格き契 I 
固定価 約 4.2 4.9 6 





出所) Materia1s Prepared fo.r the Subcommittee on Defense Procurement of the Joint 
Econmoic Committee， op. cit.， p.94 

























20) Clarence H. Danhof， Go開 rnmenf.Contracting and TechnoZ.叩 icalChanze， 1968， p，'162 
21) Report of the Subcommittee on Defense Procurement回 theloint Economic Committee， 
Impαct 0/ Military Sutply and Scrvice Activities on the EcO!!omy， 88th CAlng.， 1st Sess.， 
1963， p.23 
22) 再調整問がl田l年かο1958年6月ま℃に，国庫に返還を求めた超過利i聞は7憶2.'iOO万ドルであ
った。金田重喜，アメリカにお付る軍需産業の実態， 1世界経済評論J1969年10月， 27へ ジ。























23) Merton J. Peck and Frcdcric M. Scherer， The Weatons Acquisition l'roc四 ;An Eco1to 
mic Analysis， 1962， pp. 98-99 
24) 1940竿7月1同から1945竿12月31日までに政1府によって造られた施設はl市億:4100ノヨドルにの
ぼったが，このうち159億9田O万ドルは民間企業によって匝われていた。 RobertJ. Gordon，事45
Billion ot U. S. Private Investment Has Been Mislaid， The Arnerican Economic Review， 


































25) lbid.， p.227 
26) Seymour Melman， Pentagon Caphalism， 1970， pp. 232-233. 高木郁郎訳「ヘンタゴン・キ
ャピタリズムJ1972年，国9-360へージ。







の解体は次の事例にみることができる。 1934年のピィンソ γートラ y/.ノI〆法





第 6表軍需調達分類 〈単位 100万ドル〉
1952 1953 1954 195~ 
総
合衆国内活動企業 41，482 95.2 27，822 87.5 11，448 86.2 14，930 90.0 
合衆国外活動企業 1，319 3.0 3，418 10.7 1，411 10，6 1，111 6.7 
政府内 768 1.8 572 1.8 420 3，2 541 3，3 
教育およ Jび営
非利機関
1956 1957 1958 
総 Z十 19，590i1100O %
合衆望的活動企業 17，750 90.6 19，133 89.1 21，827 日0.2
合衆Z司タト活劃企業 1，4013 7，2 1，602 7.5 1，444 6，0 
政府内 434 2，2 462 2，2 531 2，2 
教育および 261 1，2 395 1.6 #世f機関
出所) Statistical Abstract 01 the United States， 1959， p.245 






























(Victor Perlo， ot. cit.. p叫清水嘉治太田譲訳，前掲書 52へー ジ〉ただ， この叙述では
I民間企業への切り換えJが，いつ』 どのように道日展したのかについては不明である。
29) Matcrials Prepared for the Subcommittee on Defense Procurement of the Joint Econo-
mic Committee， Background Material on Eco71omic Aspects 01 Military Procurement and 
Supply.8白hCong.， 2d Ses.， 1960， p.158 





















また，首~2 次フーパー委員会 (1953~1955年〉は， 1955年の勧告で民閉会社か
30) lbid.， p. 131 
31) 195C年から1956年まtに軍部は約30億ドルの新しい設備を民間へ与えた。 Merton]. Peck 





た。海上輸送でも企業の圧力によって民間海道業者との契約が噌えている。 VictorPerlo， op 
c;it.， p.99清水嘉治二三田設訳j 前掲書， 127ヘ ジ。
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第7衰研究開発額. l総計 l 資金源 d実施主体年
(円) 政府Al企業|大学1;1': 政府BI企業!大学属営自
1946 1，780 910 840 30 470 1，190 120 51.6 
1947 2.260 1，160 1，050 50 520 1，570 170 44.8 
1948 2，610 1，390 1，150 70 570 1，820 220 41.0 
1949 2，610 1，550 990 70 550 1，790 270 35.5 
1950 2，870 1，610 1，180 80 570 1，980 320 35.4 
1951 3，360 1，980 1，300 80 700 2.3C日 360 35.4 
1952 3，750 2，240 1，430 80 800 2，530 420 35.7 
1953 4，000 2，490 1，430 80 770 2，810 420 30.9 
1953-54 5，150 2，740 2，240 130 40 970 3，630 450 100 35.4 
1954-55 5，620 3，070 2，365 140 40 950 4，170 480 120 30.9 
1955-56 6，390 3，670 2，510 155 55 1，090 4，640 530 130 29.7 
1956-57 8，670 5，095 3，325 180 75 1，280 6，600 650 14日 25.1 
1957-58 10，100 6，390 3，450 190 70 1，440 7，730 780 150 22.5 
1958~59 11，130 7，170 3，680 190 90 1，730 8，360 840 200 24.1 
1959-60 12，680 8，320 4，060 200 100 1，830 9，610 1，000 240 22.0 











33) C凹nmissionon Orgnnizlltion of the Executive Branch of Government， Research and 
Development in the Govermηent. 1955， p.16 
34) 政府研究開尭の契約による民間妥託の詐請は， Clarence H. Danhof， op. cit.， pp. 1回 108参問。














8，022.3 1，842.4 6，179.9 
空 軍 3，013.1 404.2 2，608.9 
130j42431 J 11 海 軍 1，461.0 441.0 1，020.0 
22.3 
陸 軍 1，181.3 417.6 763.7 35 
その他(国防総省〕 417.9 43.0 374.9 10 
原子力委員会 790.5 12.2 778.3 1.5 
NASA 424.9 229.5 195.4 54.0 
保健教育厚生省 321.6 87.9 233.7 27.3 
農務省 144.0 89.9 54.1 62.4 
全米科学財団 72.2 5.3 66.9 7.3 
内務省 67.9 57.2 10.7 84.2 
連邦航空局 51.5 7.5 44.0 14.6 
商務省 32.4 23.2 9.2 71.6 
その i也 44.0 23.9 20.1 54.3 
出所') 1. Stefan Dupre and Sanford A. Lakoff， Science and the Nation， 1962， p.14 
35) ここでは指摘だけにとどめざるをえないが，このように軍事的研究開発の民問委託が増大する
につれて，民問委託してはならない分野〈戦略研究など〉までもが委託され，軍事的決定に多く
の問題が生じる ζととなった。 Ibid.，pp. 108-118参照。
36) U. S. News and World Report， April 27， 1956， p.56 
37) ここで管理能力の解体と述べているのは， 政府の有能な科学技術者が民間へ移草bするにノ















中小部品メーカーを下請けと Lて包摂Lそれらに対して独占的地位に立つ ζ と
ができた。 1947年軍需調達法によるこの体制の保障こそ「軍産複合体」の戦後
出発点だったといえよう。
我々は本楠で，国防総省と軍需企業を結びつける基本となる軍需調達規則・
制度について検討してきた。これによって「軍産複合体』の力の源泉は一定明
らかとなった。次稿てはこれをふまえ，戦略寧事技術(兵器体系) 軍事予
算 軍需発注(軍需市場〉一軍需会社とし、う全調達系列における国防総省と軍
需企業の関連を明らかにしよう。そこにおいては，本稿で指摘した政府の軍需
生産部門の解休が軍需調達に対してもつ意義も土り鮮明となるであろう O
(1982. 8. 3日〉
、伴い』民団へ委託する研究開発の可能性およびその成果に対して政府が自主的 客観的判断をお
ζなえな〈なる事態をさしている。
